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１ はじめに 

近年では情報通信技術の向上に伴い、金融のみならず様々な分野においてデジタル

化が進行している。通貨や決済に関しては、Suica や Edy・nanaco・WAON に代表され

る電子マネーのみならず、PayPay や d 払い・楽天ペイといったコード決済もスマート

フォンの普及に伴い日常的に利用されている。 

政府も経済産業省（2018）において 2025 年までにキャッシュレス決済比率を 4 割程

度とすることを目標に掲げ、2019 年 10 月から 2020 年 6 月まで実施されたキャッシュ

レス・ポイント還元事業や、2020 年 9 月からのマイナンバーカード普及に向けた「マ

イナポイント」を付与する取り組みを行っており、社会全体にキャッシュレスに対す

る関心は高まりつつある。 

また、ビットコインに代表される暗号資産の普及のみならず、発行計画は頓挫した

もののフェイスブック（現メタ）のリブラ計画は、世界の金融システムや金融政策運

営に対して大きな影響を与えることになり、中央銀行が発行するデジタル通貨（Central 

Bank Digital Currency：CBDC）に関しても、中央銀行が自らデジタル通貨を発行すべ

きか否か、発行した際の問題点についての議論がより一層進んでいる。 

本稿では、こうしたキャッシュレス決済に関する現状を概観したうえで、通貨のデ

ジタル化について、とくに中央銀行デジタル通貨に関する機能や既存のキャッシュレ

ス決済手段との違いなど、今後の新たなデジタル通貨の進展を考える上での基本的な

考察を行ってみたい。 

 

２ キャッシュレス決済の現状 

図 1 は 2008 年以降の日本のキャッシュレス決済比率（キャッシュレス決済手段に

よる支払額が民間最終消費支出に占める割合）の推移を図示したものである。キャッ

シュレス決済手段としては、クレジットカード・デビットカード・電子マネーに加え、

2019 年からはコード決済も含まれている。図 1 によるとキャッシュレス決済比率は

2008 年の 11.9％から 2021 年の 32.5％へ大きく上昇しており、政府が目標とする 2025

年のキャッシュレス決済比率 4 割に向けて順調にその割合は増加傾向にある。 

表 1 は、キャッシュレス決済手段別のキャッシュレス全体額に占める割合およびそ

の支払金額の増減率を表したものである。表 1 によると、キャッシュレス決済の全体

額に占める割合として、クレジットカードが圧倒的に高くなっている。この理由は他

の決済手段と比較してクレジットカードの利用単価が高いことが考えられる。しかし

キャッシュレス全体額に占めるその割合は電子マネーとともに近年低下傾向にあり、

一方でコード決済の利用が決済事業者の積極的なキャンペーン活動の影響もあり大き

く伸びていることが理解できる。 
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図 1 日本のキャッシュレス決済比率の推移 

 
（出典）民間最終消費支出（名目）：内閣府「国民経済計算（GDP 統計）」、クレジッ

トカード：日本クレジット協会「クレジット関連統計」、デビットカード：日
本銀行「決済動向」、電子マネー：日本銀行「電子マネー計数」、コード決済：
キャッシュレス推進協議会「コード決済利用動向調査」 

（出所）一般社団法人キャッシュレス推進協議会（2022）p4、図表 1 より筆者作成 

 

表 1 キャッシュレス決済手段別のキャッシュレス全体額に占める割合 

決済手段  
キャッシュレス全体額に占める割合  増減率  

2019 年  2020 年  2021 年  2020 年  2021 年  
クレジットカード  89.7% 86.8% 85.3% 1.4% 8.8% 
デビットカード  2.1% 2.5% 2.8% 25.8% 25.1% 
電子マネー  7.0% 7.0% 6.3% 4.9% -1.1% 
コード決済  1.2% 3.7% 5.6% 230.0% 66.3% 

  キャッシュレス全体額  4.8% 10.6% 
（出典）民間最終消費支出（名目）：内閣府「国民経済計算（GDP 統計）」、クレジットカ

ード：日本クレジット協会「クレジット関連統計」、デビットカード：日本銀行
「決済動向」、電子マネー：日本銀行「電子マネー計数」、コード決済：キャッシ
ュレス推進協議会「コード決済利用動向調査」、増減率：対象年の金額÷前年の金
額–１  

（出所）一般社団法人キャッシュレス推進協議会（2022）p5、図表 2 より筆者作成 
 

表 2 キャッシュレス決済手段別のキャッシュレス全体件数に占める割合 

決済手段  
キャッシュレス全体件数に占める割合 増減率  

2019 年  2020 年  2021 年  2020 年  2021 年  
クレジットカード  60.7% 52.8% 55.3% 11.2% 9.7% 
デビットカード  1.8% 2.3% 2.5% 45.2% 25.9% 
電子マネー  33.1% 27.1% 22.8% -5.0% -3.1% 
コード決済  4.3% 12.4% 19.4% 233.1% 80.1% 

  キャッシュレス全体件数 16.1% 15.4% 
（出典）クレジットカード：日本クレジット協会「クレジットカード動態調査」、デビッ

トカード、電子マネー：日本銀行「決済動向」、コード決済：キャッシュレス推進
協議会「コード決済利用動向調査」、増減率：対象年の件数÷前年の件数–１  

（出所）一般社団法人キャッシュレス推進協議会（2022）p6、図表 3 より筆者作成  
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表 2 は、キャッシュレス決済手段別のキャッシュレス全体件数に占める割合および

その増減率を表したものである。先の表 1 はキャッシュレス決済の金額ベースである

が、表 2 は利用件数ベースの数値である。表 2 の件数ベースでもクレジットカードの

利用割合は非常に高い値となっており、クレジットカードは比較的少額な決済におい

ても利用されていることが推測できる。電子マネーやコード決済は金額ベースの表 1

より件数ベースの表 2 の方が高い割合となっており、とくに少額決済の機会で頻繁に

利用されていることが推測される。電子マネーに関して、その割合や増減率の低下に

ついて、キャッシュレス推進協議会（2022）は、コロナ禍の影響により電車移動等が

控えられ、日常的に電子マネーへのチャージや利用の機会が減った時期であることも

影響していると推察している 1。またコード決済は表 1 と同様に表 2 の利用件数でも

大きな増加率を示している。 

 このように、表 1 と表 2 を比較すると、決済の金額ベース以上に件数ベースの増減

率が高いことが見て取れ、日常的に用いる少額の決済手段としてもキャッシュレス決

済が頻繁に利用されていることが理解できる。 

 図 2 は世界の主要国におけるキャッシュレス決済比率を図示したものである。図 1

や表 1・2 より日本のキャッシュレス決済比率は近年大きく増加しているが、世界の主

要国と比較すると依然として低い水準である。 

 

図 2 世界主要国のキャッシュレス決済比率（2020 年） 

 
（出典）世界銀行「Household final consumption expenditure（2020 年（2021/12/16 版））」、 

BIS「Redbook」の非現金手段による年間支払金額から算出  
※韓国、中国に関しては、Euromonitor International より参考値として記載  

（出所）一般社団法人キャッシュレス推進協議会（2022）p9、図表 7 より筆者作成  

                                                        
1 キャッシュレス推進協議会（2022）p6。  
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３ 社会のデジタル化とデジタル通貨 

日本社会のデジタル化について日本銀行金融機構局（2021）は、近年の社会のデジ

タル化は、①スマートフォンなどデジタル・チャネルの普及による様々な経済活動の

「データ化」の進展、②クラウドの普及などによる大量データの収集・蓄積コストの

低下、③AI などによる大量データの分析能力・効率性の向上、④分析結果を活用して

カスタマイズされたサービスのデジタル・チャネルを介したタイムリーかつ広範な提

供、を特徴とするビジネス環境の大きな変化である、と分析し、技術進歩だけでなく、

サービスの受け手である、個人や法人のスマートフォンなどのデジタル・デバイスの

利用が、幅広い年代で拡大していることも、社会のデジタル化の流れを後押ししてい

る、と述べている 2。 

 「デジタル化」という概念について、総務省（2021）は以下のように論じている。

まず、デジタイゼーション（Digitization）とは、既存の紙のプロセスを自動化するな

ど、物質的な情報をデジタル形式に変換することであり、デジタルは確立された産業

の効率化などを補助するツールである。次に、デジタライゼーション（Digitalization）

は、組織のビジネスモデル全体を一新し、クライアントやパートナーに対してサービ

スを提供するより良い方法を構築することであり、デジタルは産業と一体化すること

で、ビジネスモデルを変革する。最後に、デジタル・トランスフォーメーション（Digital 

Transformation）は、企業が外部エコシステム（顧客、市場）の劇的な変化に対応しつ

つ、内部エコシステム（組織、文化、従業員）の変革を牽引しながら、第 3 のプラッ

トフォーム（クラウド、モビリティ、ビッグデータ・アナリティクス、ソーシャル技

術）を利用して、新しい製品やサービス、新しいビジネスモデルを通して、ネットと

リアルの両面での顧客エクスペリエンスの変革を図ることで価値を創出し、競争上の

優位性を確立することであり、デジタルは、産業内の制度や組織文化の変革を促すも

のである 3。 

 デジタル通貨に関しても様々な定義や概念があるが、ここでは IMF（2020）に従っ

て考えてみたい。IMF（2020）は「新しい形態のデジタルマネー」として「CBDC（中

央銀行デジタル通貨）」と「民間のデジタルマネー」を挙げている。「民間のデジタル

マネー」はさらに「第 1 世代の暗号資産（例：ビットコイン）」と「ステーブルコイン

（例：テザー）」に分解し、「ステーブルコイン」には「グローバルステーブルコイン

（例：リブラ）」が含まれている 4。このため「新しい形態のデジタルマネー」に属さ

ない電子マネーやクレジットカードは「伝統的な形態のデジタルマネー」に分類する

ことができる。 

                                                        
2 日本銀行金融機構局（2021）p1。  
3 総務省（2021）pp78-80。  
4 IMF（2020）p9。  
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以下の章では、電子マネーや暗号資産・ステーブルコインとは異なったデジタルマ

ネーの概念である中央銀行デジタル通貨（CBDC）についての考察を行う。 

 

４ 中央銀行デジタル通貨（CBDC）とは 

中央銀行デジタル通貨（CBDC：Central Bank Digital Currency）とは、BIS（2020）に

よると「中央銀行の直接的な負債として、その国の通貨建てで提供される電子的な決

済手段」とされ、CPMI-MC（2018）は「民間銀行が中央銀行に保有する当座預金とは

異なる、新たな形態の電子的な中央銀行マネー」としている。 

現在の日本では、中央銀行である日銀が非電子的媒体の現金（日銀券）を発行して

いるが、CBDC は電子的媒体（＝デジタル）として発行されるものであり、現金と同

様に、日本円といった法定通貨建てで発行されることになる。 

海外では、2020 年にバハマ（サンドドル）やカンボジア（バコン）で CBDC が導入

され、中国やユーロ・米国等様々な国で実証実験や研究が進んでいる。日本もこうし

た諸国と同様に実証実験が進められている。日本銀行（2020）では、現時点で CBDC

を発行する計画はないが、決済システム全体の安定性と効率性を確保する観点から、

今後の様々な環境変化に的確に対応できるよう、しっかり準備しておくことが重要と

考えている 5。 

現在の日本のマネーに関しては、日銀当座預金のように金融機関のみが利用するも

のだけでなく、現金通貨や預金通貨のように一般の個人や企業までもが利用する形態

も存在する。このため CBDC に関しても、利用者を金融機関に限定して大口の資金取

引を目的にした「ホールセール型 CBDC」と、利用者を限定せず一般の個人や企業ま

でもが利用する「一般利用型 CBDC」の 2 種類が想定されている 6。本稿では、一般

の利用者が小口の決済を目的として現状の現金（紙幣や硬貨）に替わって利用するこ

とを目的とした CBDC である一般利用型の CBDC を中心に議論を行う。 

 

５ CBDC 発行の議論とその背景 

日本の通貨の定義において、日銀が供給するマネタリーベースの現金通貨（日銀券）

は非デジタルの紙幣である。日銀当座預金やマネーストックの大部分を占める預金通

貨はデジタル化されており、さらに、預金による裏付けで利用されるクレジットカー

ドや電子マネーも含め、マネーの多くはデジタル化され利用されている。 

このように、金融のみならず様々な分野においてデジタル化が進行していく中で、

現金のみが非デジタルで運用されている。近年急激な価格変動で大きな話題となった

ビットコインに代表される暗号資産は、国家や銀行システムに管理されないという特

                                                        
5 日本銀行（2020）p5。  
6 日本銀行（2020）、日本銀行（2022）等を参照。  
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徴があり、フェイスブック（現メタ）が発行を準備していたリブラ（その後ディエム）

は、そうした価格変動リスクをクリアするステーブルコインとして普及する可能性が

指摘されていた。 

こうした新しいデジタルマネーの媒体が、現金を代替する水準にまで一般に普及し

利用されると、現金の発行量が減少し中央銀行のバランスシートが縮小することによ

る通貨発行益（シニョリッジ）の減少や、中央銀行が実施する規制や政策の効果が低

下するのではないかというリスクが高まった。リブラの構想は 2022 年に断念される

ことになったが、2020 年頃から各国中央銀行において、中央銀行発行のデジタル通貨

の議論がより一層高まってきたといえる。 

CBDC を発行するための基本原則として、BIS（2020）は次の 3 つを挙げている。1

つめは無害性であり、これは中央銀行の責務である物価や金融システムの安定の障害

となってはならない、というものである。2 つめは共存である。CBDC は既存の現金

や当座預金と相互に補完し合うべきであり、銀行預金とも共存すべきで、現金に対す

る需要がある限り、これを供給・維持し続けるべきという考えである。最後にイノベ

ーションと効率性である。国内決済システムの効率化を推進する継続的なイノベーシ

ョンや競争の必要性があるという考え方である。 

日本で一般利用型の CBDC を導入する場合に期待される機能や役割として、日本銀

行（2020）は以下の 3 つを挙げている。まずはじめに「現金と並ぶ決済手段の導入」

である。民間のデジタルマネーが現金の持つ機能を十分に代替できない場合 CBDC を

提供することは考えられるが、日本の紙幣は清潔で偽札が少ないことから現金に対す

る高い信頼性が存在する。このため日銀は、現金に対する需要がある限り今後も現金

の供給を続けていくことから、CBDC は現金を代替するのではなく現金と共存し、補

完する役割が期待されている。次に「民間決済サービスのサポート」である。現在で

は様々な事業者や銀行が決済サービスを提供する結果、店舗によるサービスの違いや

プラットフォームを跨いだ送金ができないため、ネットワーク効果を高める必要があ

る。そこで CBDC が橋渡し役となり、民間のデジタルマネーの相互交換によって国民

の利便性向上と決済システム全体の効率化につながる可能性が存在する。最後は「デ

ジタル社会にふさわしい決済システムの構築」である。これは日銀が CBDC を発行し

たうえで、民間事業者や政府が様々なサービスを上乗せして提供することにより、デ

ジタル社会にふさわしい安定的・効率的な決済システムの構築につながる可能性が考

えられる 7。 

 

 

                                                        
7 日本銀行（2020）pp.8-10。  



87 

６ CBDC と既存のキャッシュレス決済手段 

この章では、こうした CBDC と現代社会で日常的に利用されているキャッシュレス

決済手段との違いを考えてみたい。 

まず第一に、原則どの店でも利用可能であるかということ、すなわち強制通用力の

存在である。現金は法定通貨であるため、CBDC も日本国内であればどの店舗でも利

用可能である。しかし、既存のキャッシュレス決済手段であるクレジットカードや電

子マネー・コード決済等は、すべての店で利用可能というわけではなく強制通用力は

存在しない。この意味において CBDC の普及は、現状のキャッシュレス決済比率をよ

り一層高める可能性を持っている。 

次に、決済スピードの差、すなわちファイナリティや転々流通性の有無である。フ

ァイナリティは決済完了性とも呼ばれ、例えば店舗で商品を購入する際に商品の受け

渡しと同時に資金決済も完了するというケースである。現金はファイナリティを有し

ているが、電子マネーを使った決済であれば、消費者と店舗との間の決済が行われた

後に、店舗の取引銀行と電子マネー事業者の取引銀行の口座間で資金移動が必要なた

め、電子マネーにファイナリティはない。また転々流通性とは、先の例でいえば店舗

が受け取った電子マネーをそのまま取引業者への支払いに利用することが可能かとい

うことである。店舗が現金で受け取ればその現金を他者への支払いに利用可能なため

転々流通性があるが、電子マネーやコード決済等は受け取った電子マネーをそのまま

支払いに利用できないため転々流通性を有しない。このように CBDC は現金と同様に

即時決済が可能なため、既存のキャッシュレス決済手段と比較して現金化のスピード

において利点がある。 

また、手数料の有無の違いである。CBDC の店舗の利用料は現金と同様であるため

無料であるが、キャッシュレス決済手段は店側が概ね 3％前後の手数料を支払う必要

がある 8。 

さらに、CBDC は中央銀行が発行しているため、民間の決済事業者が発行する既存

のキャッシュレス決済手段と比較して発行体の破綻リスクがないという特徴がある。

なお、前払い（チャージ）方式の電子マネーであれば、資金決済法により決済事業者

は未使用残高の 2 分の 1 以上の金額を保証金として供託する必要があるため、事業者

の破綻リスクは一定程度コントロールされている。 

 

７ おわりに 

最後に CBDC の利点について簡単に述べておきたい。1 つは現金の流通に伴うコス

トの削減である。経済産業省（2022c）では現金決済インフラの直接的な社会コストを

                                                        
8 電子マネーと比較して、コード決済の手数料は若干低く、クレジットカードの手数料は若干高
いとされる。  
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年間 2.8 兆円と推計しており、なかでも流通・サービス業の店舗における現金関連コ

ストは 1.7 兆円、銀行店舗の現金・ATM 関連のコストは 0.95 兆円と算出している。

CBDC をはじめキャッシュレスの運営に関しても当然コストは発生するが、現金の流

通と比較しその社会的コストは低下する可能性がある。 

もう 1 つは、決済データの利活用と犯罪や不正の抑止である。現金には匿名性があ

るため、マネーロンダリングや脱税のリスクが生じている。デジタル化された CBDC

が普及することにより資金の透明性が確保され、こうした犯罪や不正取引を抑制させ

ることが期待できる。 

また CBDC の普及により、現金決済では得ることのできない決済や取引に関するデ

ータが入手可能であるため、個人情報保護の観点を踏まえたうえで、こうしたデータ

を分析・利活用することにより、新たなビジネスチャンスやイノベーションにつなが

る可能性が期待できる。 

今後の日本社会において、キャッシュレス決済はより一般的な決済手段として利用

されるだろう。そして新しい形態のデジタルマネーが生まれる可能性も高いと考えら

れる。デジタル化が一層進行する中で、利用者だけでなく社会全体の視点から、民間

デジタルマネーや CBDC の機能や役割に関する議論は今後も重要となっている。 
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